弁理士試験：審判の一覧

	
	特許法
	意匠法
	商標法
	

	本来与えてはならない権利に対するもの
	無効審判（特許法§123Ⅰ）

主：［原則］誰でも（特許法§123Ⅱ）／［例外］特許を受ける権利が共有であったのに単独で出願した場合（特許法§38）、冒認出願の場合は利害関係人のみ（特許法§123Ⅱ但し書き）

期：いつでも（根拠無し）。消滅後も可（特許法§123Ⅲ）
	無効審判（意匠法§48Ⅰ）

※特許法を準用しているため「特許無効審判」が対象であり、意匠無効審判には及ばないようにも読めるが実務上は特許法§145Ⅰが及ぶとして取り扱っている。

主：［原則］誰でも（意匠法§48Ⅱ）／［例外］共同出願違反の場合（意匠法§15Ⅰ→特許法§38）、冒認出願の場合は利害関係人のみ（意匠法§48但し書き）

期：いつでも（根拠無し）。消滅後も可（意匠法§48Ⅲ）
	無効審判（商標法§46Ⅰ）

主：［原則］利害関係人（法文上規定は無いが当事者適格が根拠）
期：［原則］いつでも（根拠無し）。消滅後も可（商標法§46Ⅲ）／［例外］以下のものは除斥期間が登録日から5年。←例外の根拠：蓄積された信用の保護

登録要件（§3）違反、他人の氏名・肖像の無断使用（§4Ⅰ⑧）、先願商標侵害（§4Ⅰ⑪）、他人の登録防護標章侵害（§4Ⅰ⑫）、他人の商標権消滅後1年以内の再登録（§4Ⅰ⑬）、登録品種名称との同一（§4Ⅰ⑭）、商標権者に不正目的は無いが他人の商品役務と混同を生じされるもの、商標権者に不正競争目的は無いがワインの産地につき混同を生じされるもの、冒認登録、先願主義違反
	当事者系［原則口頭審理］（特許法§145Ⅰ。意匠法§52で準用、商標法§56で準用。）

	行政処分による権利者の不利益回避手段に対するもの
	延長登録無効審判（特許法§125-2Ⅰ）

主：［原則］誰でも（根拠なし）

期：いつでも（根拠無し）。消滅後も可（特許法§125-2Ⅲ→§123Ⅲ）
	
	
	

	情報の自由確保のためのもの
	
	
	不使用取消審判（商標法§50Ⅰ）

主：誰でも

期：不使用から3年経過後いつでも
	

	需要者の保護のためのもの
	
	
	商標権者の不正使用取消審判（商標法§51Ⅰ）

主：誰でも

期：不正使用事実が無くなってから5年（商標法§52）
	

	
	
	
	使用権者の不正使用取消審判（商標法§53Ⅰ）

主：誰でも

期：不正使用事実が無くなってから5年（商標法§53Ⅱ）
	

	
	
	
	商標権移転による不正使用取消審判（商標法§52-2Ⅰ）

主：誰でも

期：不正使用事実が無くなってから5年（商標法§52-2Ⅱ）
	

	外国での権利者保護のためのもの
	
	
	代理人等の不当登録取消審判（商標法§53-2）

主：その商標に関し権利を有する者

期：不当に登録された日から5年以内（商標法§53-3）
	

	本来与えてはならない権利に対するもの
	
	
	※登録異議申立（商標法§43-2）

主：誰でも

期：商標掲載公報の発行の日から2月以内
	査定系［原則書面審理］（特許法§145Ⅱ。意匠法§52で準用、商標法§56で準用。）


	行政の決定に対する不服を述べるためのもの
	拒絶査定不服審判（特許法§121Ⅰ）

主：査定を受けた者

期：［原則］謄本送達から30日以内（特許法§121Ⅰ）／［例外］送達から6ヶ月以内でやむを得ない事由消滅後14日以内（特許法§121Ⅱ）
	拒絶査定不服審判（意匠法§46Ⅰ）

主：査定を受けた者

期：［原則］謄本送達から30日以内（意匠法§46Ⅰ）／［例外］送達から6ヶ月以内でやむを得ない事由消滅後14日以内（意匠法§46Ⅱ）
	拒絶査定不服審判（商標法§44Ⅰ）

主：査定を受けた者

期：［原則］謄本送達から30日以内（商標法§44Ⅰ）／［例外］送達から6ヶ月以内でやむを得ない事由消滅後14日以内（商標法§44Ⅱ）
	

	
	※補正却下決定に対して不服申し立ては不可能（特許法§53Ⅲ）←独立した手続きを設けると迅速な権利付与手続きの支障となるから。ただし、拒絶査定不服審判を通じて不服を申し立てることができる。
	補正却下決定不服審判（意匠法§47Ⅰ）

主：決定を受けた者

期：［原則］謄本送達から30日以内（意匠法§47Ⅰ）／［例外］送達から6ヶ月以内でやむを得ない事由消滅後14日以内（意匠法§47Ⅱ）
	補正却下決定不服審判（商標法§47Ⅰ）

主：決定を受けた者

期：［原則］謄本送達から30日以内（商標法§47Ⅰ）／［例外］送達から6ヶ月以内でやむを得ない事由消滅後14日以内（商標法§47Ⅱ）
	

	権利を守るためのもの
	訂正審判（特許法§126Ⅰ）

主：特許権者

期：［原則］登録後いつでも／［例外］無効審判が係属している間は不可／［例外の例外］特許無効審判の審決への取消訴訟提起後90日以内は可／［※例外の例外の例外もある］
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	特許法
	意匠法
	商標法
	

	本来与えてはならない権利に対するもの
	無効審判（特許法§123Ⅰ）


	無効審判（意匠法§48Ⅰ）

※準用先の「特許無効審判」は「意匠無効審判」と読み替えると解釈しているものと思われる。
	無効審判（商標法§46Ⅰ）


	当事者系［原則口頭審理］（特許法§145Ⅰ。意匠法§52で準用、商標法§56で準用。）

	行政処分による権利者の不利益回避手段に対するもの
	延長登録無効審判（特許法§125-2Ⅰ）


	
	
	

	情報の自由確保のためのもの
	
	
	不使用取消審判（商標法§50Ⅰ）


	

	需要者の保護のためのもの
	
	
	商標権者の不正使用取消審判（商標法§51Ⅰ）
	

	
	
	
	使用権者の不正使用取消審判（商標法§53Ⅰ）
	

	
	
	
	商標権移転による不正使用取消審判（商標法§52-2Ⅰ）
	

	外国での権利者保護のためのもの
	
	
	代理人等の不当登録取消審判（商標法§53-2）


	

	本来与えてはならない権利に対するもの
	
	
	※登録異議申立（商標法§43-2）


	査定系［原則書面審理］（特許法§145Ⅱ。意匠法§52で準用、商標法§56で準用。）

	行政の決定に対する不服を述べるためのもの
	拒絶査定不服審判（特許法§121Ⅰ）


	拒絶査定不服審判（意匠法§46Ⅰ）


	拒絶査定不服審判（商標法§44Ⅰ）


	

	
	※補正却下決定に対して不服申し立ては不可能（特許法§53Ⅲ）
	補正却下決定不服審判（意匠法§47Ⅰ）
	補正却下決定不服審判（商標法§47Ⅰ）
	

	権利を守るためのもの
	訂正審判（特許法§126Ⅰ）


	
	
	


